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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　撮像素子を保持する保持部と、
　前記保持部を固定する固定部と、
　前記保持部の熱を前記固定部に伝達する伝熱部材と
を備え、
　前記伝熱部材は前記固定部に対して接触した状態で移動可能に保持されている電子機器
。
【請求項２】
　前記伝熱部材と前記固定部との間に配置された弾性部材をさらに備え、
　前記伝熱部材は、前記弾性部材によって移動可能に保持されている請求項１に記載の電
子機器。
【請求項３】
　前記伝熱部材は、前記移動の方向に沿った面を有し、前記面で前記固定部と接触する請
求項１または２に記載の電子機器。
【請求項４】
　前記伝熱部材は、前記固定部に嵌合する凹部を有する請求項１～３のいずれか一項に記
載の電子機器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、放熱構造を有する電子機器に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来のデジタルカメラにおいては、撮像素子の高画素化や動画像データの高フレームレ
ート化等によって撮像素子並びに画像処理回路部での発熱が問題となっている。特に撮像
素子が高温になることで熱ノイズが発生して撮像した画像の画質を悪化させている。その
ため、撮像素子を出来るだけ低温状態に維持するための放熱構造が望まれている。ここで
放熱構造として撮像素子の取付け位置を調整する機構を搭載する場合には、カメラの大型
化を防ぐ機構を採用しなければならないことから、弾性部材を用いた撮像素子取付機構に
弾性変形可能な熱伝導シートを組み合わせた放熱構造が提案されている（例えば、特許文
献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－６８３２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、上述のデジタルカメラにおいては、撮像素子を取付ける取付部とは別に熱伝導
シートを配置しているため、熱伝導シートを配置するスペースを確保する必要がある。ま
た撮像素子の調整移動量に追従するために弾性変形可能な熱伝導シートを厚くする必要が
ある。一般的に弾性材料の熱伝導率を高くすることは難しく、また部材の厚さ方向に熱を
伝える場合は熱の伝わり難さを示す熱抵抗が部材の厚さに比例する。従って熱伝導シート
を厚くした放熱構造ではスペース確保が必要な上に、効率的な放熱を行なうことができな
いという問題があった。
【０００５】
　本発明の目的は、省スペースで撮像素子の放熱を効果的に行なう放熱構造を有する電子
機器を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の電子機器は、撮像素子を保持する保持部と、前記保持部を固定する固定部と、
前記保持部の熱を前記固定部に伝達する伝熱部材とを備え、前記伝熱部材は前記固定部に
対して接触した状態で移動可能に保持されている。

                                                                                
  
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、省スペースで撮像素子の放熱を効果的に行なうことができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】第１の実施の形態に係るデジタルカメラの前面を示す斜視図である。
【図２】第１の実施の形態に係るデジタルカメラの背面を示す斜視図である。
【図３】第１の実施の形態に係るデジタルカメラの内部構成を示す断面図である。
【図４】第１の実施の形態に係る撮像素子取付部材の平面図である。
【図５】第１の実施の形態に係る撮像素子取付部材の取付構造を示す図である。
【図６】製造誤差による撮像素子の傾きの調整を示す図である。
【図７】第２の実施の形態に係る撮像素子取付部材の取付構造を示す図である。
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【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、図面を参照して、本発明の第１の実施の形態に係る電子機器としてのデジタルカ
メラについて説明する。図１は第１の実施の形態に係るデジタルカメラの前面を示す斜視
図である。デジタルカメラ２の前面にはレンズ鏡筒４、レンズ鏡筒取外しボタン６が設け
られている。レンズ鏡筒４は、撮影レンズ８を含む光学系を備え、デジタルカメラ２のカ
メラボディ２０（図３参照）に着脱可能に装着されている。レンズ鏡筒取外しボタン６は
、カメラボディ２０に装着されたレンズ鏡筒４を取り外すときに押下される。
【００１０】
　デジタルカメラ２の上面には、電源をオン／オフする電源ボタン１０、撮影を指示する
レリーズボタン１２、動画撮影の開始または停止を指示する動画撮影ボタン１４が設けら
れている。
【００１１】
　図２は第１の実施の形態に係るデジタルカメラの背面を示す斜視図である。デジタルカ
メラ２の背面には、撮影画像や各種情報を表示する表示モニター１６、撮影モードを設定
するための撮影モード設定ダイヤル１８が設けられている。撮影モード設定ダイヤル１８
では、静止画像撮影モードＳ、動画撮影モードＭ、画像再生モードＰを設定することがで
きる。
【００１２】
　図３は第１の実施の形態に係るデジタルカメラの内部構成を示す断面図である。デジタ
ルカメラ２のカメラボディ２０の前面部には、レンズ鏡筒４のレンズ側マウント部４ａを
締結するためのボディ側マウント部２ａが設けられている。カメラボディ２０の内部には
、撮像素子２２、撮像回路基板２４、撮像素子取付部材（撮像素子固定板）２６、制御回
路部２８が配置されている。
【００１３】
　撮像素子２２は、撮像センサー２２ａ、撮像センサー２２ａを納める筐体２２ｂ、筐体
２２ｂの前面を封止する封止ガラス２２ｃにより構成され、撮影レンズ８を介して撮像セ
ンサー２２ａの撮像面に被写体光が入射した場合、撮像センサー２２ａにより光電変換が
行なわれ画像信号が出力される。撮像素子２２の背面部は、撮像回路基板２４と電気的に
接続されている。撮像素子２２から出力された画像信号は、撮像回路基板２４を介して制
御回路部２８に入力されて所定の処理が行なわれ、撮影前の被写体像や撮影画像が表示モ
ニター１６に表示される。撮像回路基板２４は、撮像素子２２の背面の中央部に対向する
部分が開口形状となっており、撮像素子２２は、撮像回路基板２４の開口部を介して撮像
素子取付部材２６に固定されている。
【００１４】
　撮像素子取付部材２６は、図４の平面図に示すように固定ネジ３４によってカメラボデ
ィ２０に固定するための３つの固定部３２を有している。即ち固定部３２は、固定ネジ３
４を貫通させる孔を有し、撮像素子取付部材２６の上端中央部に１カ所、下端の左右両端
部にそれぞれ１カ所の合計３カ所、設けられている。
【００１５】
　カメラボディ２０内には、カメラボディ２０の背面側に向かって突出した形状を有する
、熱伝導性の高い金属によって形成されたカメラボディ側固定部３６が設けられている。
図５に示すように撮像素子取付部材２６の固定部３２とカメラボディ側固定部３６との間
には、熱伝導シート３８、熱伝導部材４０、弾性バネ４２が配置されている。
【００１６】
　熱伝導シート３８は、弾性変形可能な熱伝導部材としてのシート材であって固定部３２
と熱伝導部材４０とに密着した状態で配置される。なお熱伝導シート３８の厚さについて
は後述する。
【００１７】
　熱伝導部材４０は、熱伝導性の高い金属によって形成されている。熱伝導部材４０は、
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カメラボディ側固定部３６側に開口を有する凹形状の断面形状を有し、その凹形状部分に
カメラボディ側固定部３６の先端部が嵌合されている。弾性バネ４２は、熱伝導部材４０
の凹形状部分内に配置され、熱伝導部材４０及び熱伝導シート３８を撮像素子取付部材２
６側に押圧している。
【００１８】
　上述のように撮像素子取付部材２６とカメラボディ側固定部３６との間に熱伝導シート
３８、熱伝導部材４０及び弾性バネ４２を配置した状態で、固定ネジ３４により、撮像素
子取付部材２６の固定部３２がカメラボディ側固定部３６に固定される。
【００１９】
　カメラボディ２０に対する撮像素子取付部材２６の位置は、固定ネジ３４の締め付け高
さを変えることにより変更することが可能であり、各固定ネジ３４の締め付け高さを変え
ることにより、撮像素子２２の撮像面の傾きを変化させることができる。
【００２０】
　ここで、撮像素子取付部材２６の位置を変更させた場合においても、熱伝導部材４０は
、カメラボディ側固定部３６と嵌合状態、即ちカメラボディ側固定部３６に対して接触し
た状態を保ちながら、熱伝導シート３８と共に追従する。また熱伝導シート３８は、弾性
変形可能な材料であるため、撮像素子固定部材２６が傾いた状態であっても、撮像素子取
付部材２６と熱伝導部材４０に対して密着状態を保ち、確実な伝熱が可能となる。
【００２１】
　次に、製造誤差による撮像素子２２の傾きについて説明する。図６は製造誤差による撮
像素子２２の傾きの調整を示す図である。撮像素子２２は、デジタルカメラ２の製造誤差
により撮像センサー２２ａの撮像面が、図６（ａ）に示すように撮影レンズ８の光軸に直
交する方向から傾く場合がある。そのため各固定ネジ３４の締め付け高さを変化させ、撮
像センサー２２ａの撮像面が図６（ｂ）に示すように撮影レンズ８の光軸に直交するよう
に、撮像素子２２の傾き調整が行なわれる。
【００２２】
　ここで、製造誤差によって撮像レンズ８の光軸に直交する方向から撮像センサー２２ａ
の撮像面が傾いた場合の傾きの最大角度をθをとし、撮像レンズ８の光軸から撮像素子取
付部材２６の固定部３２の孔の中心までの長さをＬとした場合、撮像センサー２２ａの撮
像面を撮影レンズ８の光軸に直交させるためには、δ（＝Ｌ・ｔａｎθ）だけ固定ネジ３
４の締め付け高さを変える必要がある。従って、熱伝導シート３８の厚さは、δだけ弾性
変形可能な厚さに決定される。これによって従来よりも薄い熱伝導シート３８を配置する
ことができる。
【００２３】
　第１の実施の形態に係るデジタルカメラ２によれば、カメラボディ側固定部３６を熱伝
導部材４０に嵌合させ接触面積を大きくしたことにより、撮像素子２２で発生した熱を撮
像素子取付部材２６、熱伝導シート３８、熱伝導部材４０を介しカメラボディ側固定部３
６に効率良く伝達することができるので、効率的に放熱を行なうことができる。
【００２４】
　また熱伝導シート３８を薄くしたことにより、熱伝導シート３８から熱伝導部材４０へ
熱が伝達し易くなるので、効率的に放熱を行なうことができる。また熱伝導シート３８を
薄くしたことによりコストを低減することができ、またデジタルカメラ２内部における省
スペース化を実現することができる。
【００２５】
　なお、第１の実施の形態に係るデジタルカメラ２において、カメラボディ側固定部３６
と熱伝導部材４０との密着度を高めるために、カメラボディ側固定部３６と熱伝導部材４
０との間に伝熱性の充填物を充填してもよい。
【００２６】
　次に第２の実施の形態に係るデジタルカメラ２について説明する。図７は第２の実施の
形態に係る撮像素子取付部材２６の取付構造を示す図である。なお第１の実施の形態と同
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は、熱伝導性の高い金属材料によって形成された固定ネジ５０によってカメラボディ側固
定部５４に固定されている。
【００２７】
　カメラボディ側固定部５４は、カメラボディ２０の背面側に突出する先端部に凹形状の
開口部５４ａを有し、その開口部５４ａに固定ネジ５０の先端部である伝熱部５２が嵌合
されている。
【００２８】
　熱伝導シート３８は、撮像素子取付部材２６の固定部３２と固定ネジ５０の頭部とによ
り挟持されている。弾性バネ４２は、撮像素子取付部材２６とカメラボディ側固定部５４
との間に配置され、撮像素子取付部材２６及び熱伝導シート３８を固定ネジ５０の頭部側
に押圧している。熱伝導シート３８は、第１の実施の形態と同様に弾性変形可能であるの
で、撮像素子取付部材２６が傾いた状態であっても、撮像素子取付部材２６と固定ネジ５
０に対して密着状態を保つことができる。
【００２９】
　上述のようにデジタルカメラ２の内部を構成したため、撮像素子２２で発生した熱は、
撮像素子取付部材２６、熱伝導シート３３、固定ネジ５０を介してカメラボディ側固定部
５４に伝達される。
【００３０】
　第２の実施の形態に係るデジタルカメラ２によれば、固定ネジ５０とカメラボディ側固
定部５４との接触面積を大きくすることによって、撮像素子２２で発生した熱を固定ネジ
５０からカメラボディ側固定部５４に効率的に伝達できるので、効率的に放熱を行なうこ
とができる。
【００３１】
　また、第１の実施の形態における熱伝導部材４０を省くことができるので、さらに省ス
ペース化を図ると共に、コストを低減することができる。
【００３２】
　なお、第２の実施の形態に係るデジタルカメラ２において、固定ネジ５０の伝熱部５２
とカメラボディ側固定部５４の開口部５４ａとの密着度を高めるために、固定ネジ５０と
カメラボディ側固定部５４との間に伝熱性の充填物を充填してもよい。
【符号の説明】
【００３３】
　２…デジタルカメラ、８…撮影レンズ、２０…カメラボディ、２２…撮像素子、２６…
撮像素子取付部材、３４…固定ネジ、３６…カメラボディ側固定部、３８…熱伝導シート
、４０…熱伝導部材、４２…弾性バネ。
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